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那須蘭太郎（東京大学大学院） 

 

要約 
本稿の目的は、非正規雇用であることが、経済的要因を統制した上で階層帰属意識に与え

る影響について、基礎的分析によって明らかにする点にある。その際、年齢と出生コーホー

トによる効果の異質性に着目した。用いるデータは、「働き方とライフスタイルの変化に関

する全国調査（Japanese Life Course Panel Surveys：JLPS）」である。記述的分析と固定

効果モデルによる分析を行った。固定効果モデルでは、データ内に存在するすべてのサンプ

ルを含めたモデル、出生コーホートを 1966〜1974 年、1975〜1986 年、1987〜1998 年の

3 つにサンプルを分割したモデルを実行した。その結果、次の 2 点が明らかとなった。第 1

に、非正規雇用の階層帰属意識への影響は、1966〜1974 年出生コーホートとそれ以降で異

なり、1966〜1974 年出生コーホートではその影響が確認されなかった一方、それ以降では

負の影響が確認されること。第 2 に、加齢による非正規雇用の階層帰属意識の低下が確認

されることである。これらの効果は、すべて経済的要因を統制した上でも存在しており、本

稿の分析結果は、経済的不利とは異なる側面での非正規雇用の不利や正規雇用との格差が

存在し、それらは非正規雇用本人が置かれる時代的文脈や年齢によって大きく異なること

を示唆している。 

 

謝辞 
本研究は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金・特別推進研究（25000001, 

18H05204）、基盤研究（S）（18103003, 22223005）の助成を受けたものである。東京大学

社会科学研究所（東大社研）パネル調査の実施にあたっては、社会科学研究所研究資金、株

式会社アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。パネル調査データの使用にあたって

は東大社研パネル運営委員会の許可を受けた。 

 



-1- 

1. 問題の所在 
 
(1) 背景 

 
 本稿の目的は、非正規雇用であることが本人の階層帰属意識へ与える影響について、最新

のパネルデータを使用した基礎的な分析を行うことにより、本人の出生コーホートと年齢

によるそれらの効果の異質性の存在を明らかにする点にある。 
 現代日本における、正規雇用と比較した際の非正規雇用の不利に関しては、賃金の低さ

（厚生労働省 2019, 2021）や雇用の不安定さ（平田 2008）などに代表される経済的な不

利の側面が、多くの研究によって明らかになっている。非正規雇用の賃金は、正規雇用のそ

れの約 70%程度でしかなく（厚生労働省 2021）、キャリアの中断に起因する不安定さが正

規雇用よりも多く存在する（平田 2008）。その一方で、そうした経済的不利に限定されな

い社会的不利の存在も指摘されている。例えば、ライフコースにおける移動の障壁（Imai 
and Sato 2011; 岩上 2016; 佐藤 2021）や、福利厚生の充実（柴田 2018）、生活全般への

満足度（太郎丸 2009）などがそれにあたる。一般に、非正規雇用から正規雇用への移動障

壁は高く（Imai and Sato 2011; 岩上 2016; 佐藤 2021）、正規雇用には適用される雇用保

険制度をはじめとする各種制度も、非正規雇用への適用率は低い（柴田 2018）。また、経済

的状況を統制した上でも、生活全般への満足度は正規雇用と比して低い（太郎丸 2009）。 
 このような、正規雇用と比較した際の非正規雇用の経済的および社会的格差や不利は、賃

金や福利厚生などの客観的に観察可能な格差を超えて、非正規雇用という雇用形態に対し

て象徴的な意味づけがなされていると指摘されている。例えば、有田（2016）では、日本に

おける非正規雇用の捕捉が「呼称」によってなされている点に着目し、非正規雇用という存

在が、「カテゴリー」として広く標準化されている点を指摘しており、また、今井（2021）
では戦後日本の雇用関係の変化を考察し、正規雇用という安定的雇用関係が特権化される

中において、「身分的・集団的な地位の観念が織り込まれていく過程」（今井 2021: 22）を

捉えている。このような有田（2016）や今井（2021）などの知見からは、非正規雇用とい

う存在が、その不利・格差という点で正規雇用と異なっているだけではなく、その象徴的な

「身分」が社会的に共有されていることが結論づけられよう。そのような社会的に共有され

た地位は、近年の多くの「身分」に関する言説の存在からも明らかである（森岡 2015; 橋

本 2018）。 
 以上の議論をふまえれば、社会的に共有された「身分」の観念の存在によって、経済的格

差を統制した上でも、非正規雇用就業者の階層帰属意識が低下するということが仮説とし
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て考えられる1。 

 
(2) 先行研究の検討 

 
 実際に、非正規雇用であることが階層帰属意識へ与える影響に関して分析を行った先行

研究としては、有田（2009）、小林（2011）、小林（2019）などが挙げられる。これらの研

究群においては、日本において、非正規雇用であるか否かが階層帰属意識へ与える負の影響

が、他の東アジア諸国（台湾・韓国）と比して大きいこと（有田 2009）、「パート・アルバ

イト」であることが階層帰属意識へ与える負の影響は、いわゆる「就職氷河期世代」で大き

いこと（小林 2019）が指摘されている。しかしながら、これらの先行研究は、クロスセク

ショナルなデータを使用した分析であり、非正規雇用就業者本人が置かれるデモグラフィ

ックな状況である出生コーホートと年齢という 2 つの効果の異質性を明確に峻別すること

ができない2。非正規雇用就業者本人が置かれるデモグラフィックな状況が、非正規雇用の

地位と密接に関連することは、次の 2 点から容易に想像できる。まず 1 点目は、非正規雇

用就業者の加齢による困難の増大に関する議論である。最も明確に捉えやすい点としては、

正規雇用と非正規雇用間の賃金格差が、正規雇用が年功賃金による賃金上昇を享受する壮

年期に向けて拡大を続けるという点である（厚生労働省 2021）。しかしそれだけではなく、

「産業的シティズンシップからの排除」（今井 2021; 156）、あるいは標準的なライフコース

からの逸脱として捉えられる非正規雇用という地位が、非正規雇用就業者に大きな規範的

葛藤を生み出すということをふまえれば、非正規雇用であることが階層帰属意識へ与える

影響の年齢による異質性が存在することが予測できるだろう。2 点目は、働き方の変化、非

正規雇用という地位に対する認識の時代変化に関する議論である。例えば、働き方の変化に

関しては、多賀（2018）において、「企業戦士」に対する人々の意識の変容が指摘されてい

る。また、非正規雇用に対する認識としては、自由な働き方であるというポジティブな認識

の存在も、特に「フリーター」という言葉が誕生して間もない 1990 年代頃までにおいて確

認されていた（『朝日ジャーナル』1990.4.25; 小杉編 2002）。このような働き方の変化、あ

るいは非正規雇用に対する認識の変化は、非正規雇用就業者の階層帰属意識に影響し、階層

帰属意識の出生コーホート間での異質性が予測できるだろう。 

 

2. データと方法 

 

 
1 実際に、次節で挙げたような先行研究によっても確認されている。 
2 もっとも、有田（2009）では、デモグラフィックな状況が効果に与える影響を明らかに

することを目的としていない。 
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(1) データ 

 
 本稿では、東京大学社会科学研究所が行っている「働き方とライフスタイルの変化に関す

る全国調査」（Japanese Life Course Panel Surveys：JLPS）の若年パネル・壮年パネル・

リフレッシュサンプルデータを使用する。この調査は、2007 年から毎年継続して行われて

いるパネル調査であり、調査対象は第 1回の調査時点で 20-34歳（若年パネル）、35-40歳
（壮年パネル）であった日本全国の男女である。また、リフレッシュサンプルデータは、

2007 年から追跡を続けている若年・壮年パネルの加齢に伴って、若年層のサンプルを補う

目的で、2019 年から新たに追加されたサンプルであり、20-31 歳の日本全国の男女を対象

としている。層化 2段無作為抽出3による標本抽出を行い、調査方法は郵送による調査票配

布と訪問回収を行っている。なお、本稿における分析対象は有職の男性に限定する。 

 
(2) 変数 

 
 本稿の分析で使用する変数に関して説明する。まず、従属変数には、階層帰属意識を使用

する。これは、1〜10 までの 10 段階で尋ねられており4、1 を「一番上」、10 を「一番下」

とする項目である。分析の際には、この数値を反転させ、1 を「一番下」、10 を「一番上」

とする。また、説明変数となる雇用形態に関しては、正規雇用、非正規雇用、自営・家族従

業の 3 つに分割する5。次に、出生コーホートは、本人の出生年を 1966〜1974 年、1975〜
1986 年、1987〜1998 年の 3 つに分割したカテゴリ変数を使用する。年齢については、本

人の年齢を原点調整した変数を使用し、年齢二乗項も含める6。その他統制変数には、職業

階層、企業規模7、対数個人所得、waveダミーを含める8。表 1 および表 2 は、分析で使用

 
3 地域・都市規模による層化と、性別・年齢による層化が行われている。 
4 「かりに社会全体を上から順に 1 から 10 の層に分けるとすれば、あなた自身は、この

どれに入ると思いますか。」と尋ねている。 
5 現在の働き方に関する質問に対する回答のうち、「経営者・役員」「正社員・正職員」を

正規雇用カテゴリーに、「パート・アルバイト」「派遣社員」「請負社員」を非正規雇用カ

テゴリーに、「自営業主、自由業者」「家族従業者」を自営・家族従業カテゴリーにまとめ

た。 
6 原点調整は、各モデルのサンプルにおける年齢の大まかな中心が 0 になるように施し

た。具体的には、全出生コーホートをまとめて分析したモデルにおいては、32歳=0 とな

るように原点調整を行った。一方、出生コーホート別の分析においては、1966〜1974
年、1975〜1986 年、1987〜1998 年出生コーホートをそれぞれ 42歳=0、32歳=0、25歳
=0 とした。 
7 会社全体の従業員数が、1〜29 人を「小規模」、30〜299 人を「中規模」、300 人以上及

び官公庁を「大規模」とした。 
8 固定効果モデルでは、個人内で時間不変の変数は統制されるため、それらは統制変数に

は含まない。 
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する変数の記述統計である。なお、表 1、表 2 ともに、後に行う固定効果モデルの分析と同

様のサンプルにおける値である。 

 
(3) 分析方法 

 
 まず本稿では、雇用形態（非正規雇用であるか否か）によって、階層帰属意識にどのよう

Obs. Groups.

階層帰属意識 Overall 5.455 1.620 1 10 21522 3311

Between 1.378 1 10

Within 1.231 -1.745 12.722

年齢 Overall 37.093 7.239 20 54 21522 3311

Between 6.865 20 50

Within 3.671 27.871 46.950

対数個人所得 Overall 15.233 0.643 9.393 17.034 21522 3311

Between 0.688 9.393 17.034

Within 0.338 9.501 19.106

N
平均 標準偏差 最小値 最大値

表1 変数の記述統計(1)

Within

度数 % 度数 % %

雇用形態 正規雇用 18265 84.87 2918 88.13 93.29

非正規雇用 1766 8.21 605 18.27 62.28

自営・家族従業 1491 6.93 309 9.33 68.62

出生コーホート 1966年〜1974年 10632 49.40 1237 37.36 100.00

1975年〜1986年 9249 42.97 1273 38.45 100.00

1987年〜1998年 1641 7.62 801 24.19 100.00

職業階層 専門職・技術職 5153 23.94 878 26.52 83.58

管理職 816 3.79 209 6.31 40.27

事務職 3697 17.18 829 25.04 66.16

販売職 3129 14.54 705 21.29 71.53

サービス職 1043 4.85 285 8.61 70.30

生産現場職・技能職 6291 29.23 1235 37.30 82.42

運輸・保安職 1393 6.47 307 9.27 72.30

企業規模 小規模 5685 26.41 1175 35.49 74.93

中規模 6350 29.50 1428 43.13 69.04

大規模 9487 44.08 1783 53.85 81.03

表2 変数の記述統計(2)

BetweenOverall





 

東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクトについて 
 

 労働市場の構造変動、急激な少子高齢化、グローバル化の進展などにともない、日本社

会における就業、結婚、家族、教育、意識、ライフスタイルのあり方は大きく変化を遂げ

ようとしている。これからの日本社会がどのような方向に進むのかを考える上で、現在生

じている変化がどのような原因によるものなのか、あるいはどこが変化してどこが変化し

ていないのかを明確にすることはきわめて重要である。 

 本プロジェクトは、こうした問題をパネル調査の手法を用いることによって、実証的に

解明することを研究課題とするものである。このため社会科学研究所では、若年パネル調

査、壮年パネル調査、高卒パネル調査、中学生親子パネル調査の４つのパネル調査を実施

している。 
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